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薬剤耐性（AMR）対策アクションプランでは、病院と多くの関係機関とが連携した総合

的な感染症対策のネットワークを各地域で構築することが求められている。今回、三重県で

発足されたネットワークであるMieICNetを介して三重県内における抗菌薬使用動向の把握

や各医療機関における現状並びに保険薬局薬剤師における AMR 対策への認識度を把握す

ることを目的とした。 

三重県内の 2016〜2018年における使用量動向を明らかにした。感染防止対策加算別に使

用状況は大きく異なっていたが加算 1 施設では減少傾向にあった。また、NDB を用いて三

重県の二次医療圏における年齢別の使用状況を明らかにした。感染対策共通プラットフォ

ーム（J-SIPHE）への移行を円滑に進めるため、アンケート調査を行った結果、約半数が参

加できないと回答し、主な理由には人員不足や環境が整っていないことが要因であった。ま

た、保険薬局における AMR 対策への意識調査を鈴鹿亀山地区に対して実施した結果、AMR

対策アクションプランやMie-ICNetの認知度が低いことが明らかとなり、さらなる連携や情

報共有の必要性が示唆された。本研究は、AMR 対策に必要な抗菌薬の使用状況を地域単位

で明らかにすることができ、今後地域感染症ネットワークの標準モデル構築を行っていく

上でも有益な情報を提供することができた。 

A. 研究目的

本分担研究では、Mie-ICNetにおけるMACS及

び NDB を介した三重県内における抗菌薬使用

動向の把握や各医療機関における現状並びに保

険薬局薬剤師における AMR 対策への認識度を

把握することを目的とした。

B. 研究方法

1. Mie-ICNetを介した三重県の医療機関における抗

菌薬の使用動向

Mie-ICNetに参加している施設より、毎年 AMU

（AUD、DOT）を収集し、経年的な使用状況を評

価した。 

2. NDB を用いた三重県における抗菌薬の使用動向

NDBの第三者提供を受けるためには、公益性の

ある研究で、高いセキュリティー環境が求められて

おり、有識者会議における審査で承認を受けなけれ

ばならないため、厚生労働省に対して申出書を作成

し、提出した。 

提出した申請書は、第 38 回レセプト情報等の

提供に関する有識者会議 (2017年 8月 10日開催) 

において承認を得たため、集計表形式でデータ提供

を受けた。申請した条件を以下に示す。 

Ⅰ レセプト情報の抽出条件 

(１)基本条件の設定

期間 ： 2013年 1月～2016年 12月 

単位 ： 年単位（1 月～12月分） 
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(２)レセプトの対象・種類 

  全保険者の以下のレセプト 

  ① 医科 

  ② DPC 

  ③ 調剤 

  ④ 歯科 

医科（DPCも含む）・調剤・歯科のレセプト電子

化率は 96％を超えていることから、ほぼ全ての医

療機関が対象となる。 

(３)抽出対象医薬品 

各医薬品のレセプト電算コード一覧を厚生労働

省保険局が運営している診療報酬情報提供サービス

のホームページ

(http://www.iryohoken.go.jp/shinryohoshu)から入手

し、レセプト電算コード冒頭 3桁が 611～615, 619, 

621～624 (主として一般細菌に作用するもの)、641 

(原虫に作用するものを対象とする) 医薬品を抽出

対象とした。なお、ST合剤やメトロニダゾールの

点滴静注薬は、レセプト電算コードの薬剤分類表で

は抗原虫薬に分類されるが、細菌感染症治療薬とし

て広く用いられているため、抽出対象医薬品に追加

した。 

(４)集計単位 

① 使用総量 

② 使用人数（保険者への保険請求は月単位で行

われるため、年単位で 1患者 1人とする重複処

理を実施） 

③ 使用日数 

(５)都道県別、二次医療圏別集計 

都道県別では、レセプトに記載されている都道

府県コードを用いて集計した。二次医療圏別では、

全国の医療機関 (医科、歯科、調剤) に関して、10 

桁の各医療機関コードと 344 の二次医療圏を紐付

けて集計した。 

(６)抽出時に処理が必要な項目 

① 「医科・DPC※の入院」、「医科外来」、「調剤

（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」に分けて

集計した。 

（※）DPC レセプトについては、コーディング

データレコードを用いた。 

② 患者の生年月は受診時年齢を 15歳未満、

15歳以上 65歳未満、65歳以上の 3 群に分類

し、年単位で、抽出する薬剤コードごとの使用

総量、使用人数および使用日数を集計した。 

(７)集計表例 

① 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸を

都道府県とし、「医科・DPC の入院」、「医科外

来」、「調剤（外来）」、「歯科入院」、「歯科外

来」の 5つに分け、2013年、2014 年、2015

年、2016 年の薬剤使用総量を集計 

② 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸を

都道府県とし、「医科・DPC の入院」、「医科外

来」、「調剤（外来）」、「歯科入院」、「歯科外

来」の 5つに分け、2013年、2014 年、2015

年、2016 年の薬剤使用人数を集計 

③ 縦軸を薬剤コードおよび年齢階級、横軸を

都道府県とし、「医科・DPC の入院」、「医科外

来」、「調剤（外来）」、「歯科入院」、「歯科外

来」の 5つに分け、2013年、2014 年、2015

年、2016 年の薬剤使用日数を集計 

④ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調剤

（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」の 5 つに

分け、2013 年、2014 年、2015 年、2016年の

薬剤使用総量を集計 

⑤ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調剤

（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」の 5 つに

分け、2013 年、2014 年、2015 年、2016年の

薬剤使用人数を集計 

⑥ 縦軸を薬剤コード、横軸を二次医療圏と

し、「医科・DPC の入院」、「医科外来」、「調剤

（外来）」、「歯科入院」、「歯科外来」の 5 つに

分け、2013 年、2014 年、2015 年、2016年の

薬剤使用日数を集計 
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Ⅱ 解析方法 

医科・DPC、調剤、歯科のレセプトから集計し

た 3年齢群(15 歳未満、15 歳以上 65歳未満、65歳

以上)の抗菌薬使用量（本数）をグラム換算し、成

人の１日標準投与量（DDD）で補正したのち、人

口 1000人あたりで補正した指標 (DID) を用いて評

価した。なお、3年齢群の人口は、総務省の人口統

計(https://www.e-stat.go.jp)を用いた。 

三重県内の 4つの二次医療圏 (北勢、中勢伊賀、

南勢志摩、東紀州) における抗菌薬使用動向の把

握、および、全国の他の二次医療圏との比較を行う

こととした。 

なお、DDD がWHO で規定されていない抗菌薬

に関しては、今回 NDB 利用申請を共同で行っ

た、国立国際医療研究センター の AMR 臨床リフ

ァレンスセンターから WHO に申請を行い、WHO 

から付与された DDD を用いて解析することとし

た。 

また、DID の他に、レセプトから計上される使

用日数(TID; DOTs/1000 inhabitants/day)や DID/TID

比(平均１日投与量の指標)、使用人数も同様に算出

することとした。また、アクションプランで示され

ている各指標について、2016 年における三重県の

抗菌薬使用動向を他県と比較した。 

 

3. 三重県内の施設における抗菌薬使用動向サー

ベイランスへの参加状況 

これまで使用してきた JACS から J-SIPHEへ移

行するため、三重県の医療機関に対してアンケー

ト調査を行った。 

アンケート項目は以下の通り 

1. JACSにデータを登録しているか 

2. 抗菌薬使用を力価で集計しているか 

3. 抗菌薬使用を日数で集計しているか 

4. レセファイルは利用できるか 

5. J-SIPHEに参加できるか 

6. 自由記載 

 

4. 鈴鹿亀山地区における保険薬局薬剤師に対す

る AMR対策の認識度調査 

保険薬局薬剤師における AMR に関する認識度

を把握するため、アンケート調査を行った。アン

ケート項目は以下の通り 

1. 薬剤師歴 

2. 性別 

3. 感染症領域が得意か 

4. AMR 対策アクションプランは知っている

か 

5. 抗微生物薬適正使用の手引きは知っている

か 

6. Mie-ICNetは知っているか 

 

C. 研究成果・考察 

MACSを介して 2014〜2018年の AMU を明らか

にできた。MACS への参加施設は徐々に増加し、本

研究を通じて三重県内のサーベイランス体制をある

程度構築することに貢献できた。一方、アンケート

調査結果でも明らかにしたように施設によっては人

的資源やハード環境により参加できない施設も一定

数存在し、現在稼働している J-SIPHE へのデータ収

集を確実なものにするには、そのような施設でも登

録できるような対策の必要性が示唆された。 

三重県内の医療機関における AUD や DOT は、

施設間で大きく異なることが明らかとなった。ま

た、カルバペネム系薬といった広域抗菌薬や抗

MRSA薬などの耐性菌に使用する薬剤についても、

使用頻度や内容が施設間で大きく異なることが明ら

かとなった。しかしながら、2018年においては、

カルバペネム系薬や継続して抗菌薬を把握している

加算１算定施設において AUD が減少していること

から加算の算定により施設環境が整備されている施

設では広域抗菌薬の抑制に貢献できている可能性が

推察された。 

一方、耐性菌に使用される抗 MRSA薬において

加算 2の施設ではダプトマイシンやリネゾリドとい

った感染症に応じて第 1選択で推奨される薬剤が使
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用されていないことからガイドライン等が認知され

ていない可能性が考えられた。このように、NDB

を用いる等して、ある程度集約された使用状況を示

すだけでなく、個々の施設における使用状況も把握

することは非常に重要であることが示唆された。 

我々は、これまでに販売量データ(Muraki Y et al., 

J Glob Antimicrob Resist. 2016) や NDB  (Yamasaki 

D, Tanabe M, Muraki Y et al., Infection 2017 を用いて

を AMU の動向調査手法を確立したが、今回、二次

医療圏の AMUの把握を行った。二次医療圏間の

DID にはかなりのばらつきを認め、三重県内の二次

医療圏間でも同様であった。その要因として NDB

を使用した場合には、レセプトが発行された場所と

居住地が異なり、DID を算出する際の分母に居住地

人口（夜間人口）を用いることが考えられた。その

ため、より詳細な解析が必要ではあるものの、地域

における対策の評価には、二次医療圏での AMUが

有用である可能性が推察された。 

現在、医療機関の AMUサーベイランス体制とし

て J-SIPHEが構築されている。ナショナルデータと

して AMR 対策を行っていくには全ての医療機関の

参加が求められるため、三重県内の医療機関におけ

る AMU サーベイランス体制の現状を調査したとこ

ろ一部の医療機関では人的資源やデータ抽出の環境

が整っていないことややり方がわからないため、参

加が困難であるということが明らかとなった。我々

はレセプト請求上のファイルを用いて自動的に集計

する仕組みを構築し、集計方法の研修会を行ったが

全国的に展開するにあたり、さらなる普及啓発活動

が必要である。 

抗菌薬使用の約 90%は経口抗菌薬であることか

ら AMR対策の実行には診療所の医師や応需薬局の

薬剤師の協力が必要である。今回、三重県内の一部

の保険薬局における薬剤師に対してアンケート調査

を実施した。その結果、多くの薬剤師が AMR対策

アクションプランや抗微生物薬適正使用の手引きの

存在は知りつつも、活かせていなかった。そのた

め、活かせられない要因検索や保険薬局の薬剤師と

ともに協働して AMR対策を実行できる活動を行っ

ていくことが必要である。 
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